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○ 入札に参加される方は、この説明書をよくお読みのうえ、参加してください。 

○ 入札に参加を希望する方は、事前に入札参加申請書を提出する必要があります。 

○ 入札に関する用紙は必ず21ページから27ページをコピーして使用してください。 

なお、本説明書内の用紙は申請者が単独の様式になっていますので、申請者が連名

の場合は、会計課まで事前に別途お問い合わせください。 
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１ 入札物件  
物 件 名 

所 在 地 (地 番) 

土地 

地目 

土地実測面積 

建物延床面積 
参考価格 用途地域 

旧鎌倉加圧ポンプ所 

鎌倉市長谷四丁目526番４ほか 

水道 

用地 

2,200.90㎡ 

300.99㎡ 
96,500,000円 

第１種中高層住居専用地域 

第１種低層住居専用地域 

 

注１ 物件の詳細については、本説明書記載の物件調書をご覧ください。 

注２ 予定価格の目安となる参考価格を表示しています。建物にかかる消費税及び地方消費税は含まれておりません。 

注３ 今後、上記の物件について、入札中止、内容変更をすることがあります。 

 
２ 入札に参加することができない者 
 (１) 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当する者 
 (２) 地方自治法第238条の３の規定に該当する者 
 
３ 契約を締結することができない者 

神奈川県暴力団排除条例(平成22年神奈川県条例第75号)第２条第２号から第５号(以下「暴力団等」

という。)に該当する者及びこれらの者と密接な関係を有する者 

 
４ 入札参加申請 

  入札に参加を希望する方は、企業庁資産の一般競争入札参加申請書（21ページ）を提出する必要が

あります。 

(１) 提出期限 

平成28年１月12日(火)から平成28年２月25日(木)まで(土・日曜日、祝日を除く。)の 

午前９時から正午、午後１時から午後５時までの間 

(２) 提出書類(提出部数各1部) 

① 企業庁資産の一般競争入札参加申請書（用紙は必ず本説明書の21ページをコピーして使用して

ください。以下「申請書」という。) 

申請者が連名の場合は、事前に別途お問い合わせください。 

② 印鑑証明書 (申請者の印鑑についてのもので、発行後３ヶ月以内の原本とします。) 

(３) 提出方法 

提出書類を９ページ21(１)に記載の提出場所に直接持参により提出してください。 

(４) 申請書の受付 

提出書類の確認後、申請書に受付印を押し、その写しを渡しますので、入札当日に持参してくだ

さい。 

また、申請書受付後であっても、不正等が判明した場合は入札に参加することができませんので

注意してください。 
(５) 連名による入札参加申請後の辞退 

    連名による入札参加申請後、申請者のどなたかが入札参加を辞退する場合は、申請者全員の連名に
より入札受付時までに辞退届(任意様式)を提出する必要があります。 
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５ 入札に関する質問及び質問に対する回答 

本入札に関する質問は、質問者名、所在地、担当者名、連絡先電話番号及び電子メールアドレスを

記入のうえ、電子メールにて下記提出先あて送信してください。 

なお、回答内容及びその他の内容修正等は、本説明書の追加・訂正として取り扱います。 

(１) 受付期間 

平成28年１月12日(火)午前９時から平成28年２月12日(金)午後５時まで 

(２) 提出先 

電子メールアドレス densi-sitsumon@pref.kanagawa.jp 

(３) 質問に対する回答 

質問に対する回答は、企業庁のホームページに掲載します。ただし、回答にあたっては、質問者名

は記載しません。 

(４) 回答期限 

平成28年２月19日(金)   

     

６ 物件の現地説明 
   物件の現地説明は、次のとおり行います。参加される場合は、平成28年１月27日（水）の午後５時

までに企業庁財産管理課（℡045-210-7052）へ連絡してください。  

 参加連絡がなかった場合は開催いたしません。 

 

物 件 名 

所 在 地(住居表示) 
日  時 交  通 備  考 

旧鎌倉加圧ポンプ所 

鎌倉市長谷４-６-12 

平成28年１月28日(木) 

午前10時30分～12時00分 

江ノ島電鉄線 

長谷駅下車 

    徒歩10分 

お車での来場はご遠

慮ください。 

※上記の日時以外は、企業庁の許可なく立入りを禁止します。 

 【案内図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 国土地理院 

mailto:densi-sitsumon@pref.kanagawa.jp
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７ 入札及び開札の日時及び場所 

 (１) 日 時  平成28年３月３日(木)   

受付開始時刻 受付締切時刻 入札開始時刻 開札開始時刻 

午前９時30分 午前10時15分 午前10時30分 
入札書を入札箱に投函後、 

直ちに開札 

注４ 申請者以外の者が入札書を提出する場合は、委任状が必要となります。使者及び郵送による入札書の

提出はできません。 

注５ 入札開始時刻までに受付を済ませる必要があるため、時間に余裕をもってお越しください。 

 

 

(２) 場 所  神奈川県庁新庁舎 (横浜市中区日本大通１)  

受 付  10階 企業庁第１会議室  ※ 職員がご案内します 

入 札  10階 企業庁第２会議室 

        受付締切時刻及び入札開始時刻に遅れると入札に参加できませんのでご注意ください。 
 

 

【案内図】 
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８ 入札当日の持参品等 
 (１) 企業庁に提出する書類 

① 入札書(用紙は必ず本説明書の22ページをコピーして使用してください。) 

    ② 委任状 
     法人の代表権のない方や個人でやむを得ず代理の方が入札する場合には委任状を持参してくだ

さい。(用紙は必ず本説明書の23ページをコピーして使用してください。) 

     また、復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む。)が入札する場合に

は、前記の委任状のほかに代理人から復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された

者を含む。)への委任状も必要となります｡代理人が委任者となり復代理人を選任する場合は、用紙

は同じく本説明書の23ページを使用しますが、事前に別途お問い合わせください。 
 

注６ 復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む。)が入札する場合、申請者(委任者)か

ら代理人への委任状及び代理人から復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含

む。)への委任状の代理人の印は、印鑑登録済の印鑑を使用してください。また、委任状に押印した代理人

の印鑑の印鑑証明書を入札当日の受付時に委任状に添付して提出してください。 
 

③ 入札保証金納付書の領収書(企業庁発行の納入通知書兼領収書)の写し 

④ 入札保証金返還請求書 (落札しなかった場合に返金する際に必要になります。用紙は必ず本説

明書の27ページをコピーして使用してください。) 

⑤ 神奈川県暴力団排除条例にかかる誓約書 (用紙は必ず本説明書の24、25ページをコピーして

使用してください。開札後、落札候補者のみ提出してください。(６ページ13落札者の決定 参照)) 

⑥ 入札当日に出席する申請者又はその代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選

任された者を含む。))の身分を確認できるもの(運転免許証等)の写し 
(２) 受付で提示する書類等 

① 入札保証金納付書の領収書(企業庁発行の納入通知書兼領収書)の原本 

② 入札当日に出席する申請者又はその代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選

任された者を含む。))の身分を確認できるもの (運転免許証等) 

③ 「企業庁資産の一般競争入札参加申請書」の写し (企業庁の受付印が押印されたもの) 

(３) その他持参品 

① 印 鑑 (提出書類に印もれや記載誤りがあった場合や、再度入札を直ちに実施する場合に必要

となることがありますので、印鑑をお持ちください。) 

・ 法人の代表者が入札する場合は、代表者の印鑑登録済の印鑑をお持ちください。 

・ 個人で本人が入札する場合は、本人の印鑑登録済の印鑑をお持ちください。 

・ 代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む。))が入札する場合

は、委任者本人の印鑑の持参は必要ありませんが、代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理

人として選任された者を含む。))は委任状に押印したご自分の印鑑（シャチハタは不可）を持参し

てください。 

② 筆記用具 (ボールペン又は万年筆) 
 

注７ 入札会場への入室は、申請者又はその代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を

含む。))の方のみとさせていただきます。 
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９ 入札保証金 

   入札保証金の納付方法及び還付方法については、次のとおりですのでご注意ください。 

(１) 26ページの「入札保証金納付書発行依頼書」(以下「発行依頼書」という。)に必要事項を記載後、

封筒に入れ封印し、封筒の表に「物件名」、「申請者名(法人の場合はその名称)」及び「入札保証金

納付書発行依頼書在中」と記載の上、９ページ 21(１)に記載の提出場所に直接持参又は郵送にて提

出してください。発行依頼書を受理してから翌日の午後までに、企業庁で納入通知書兼領収書(以下

「納付書」という。)を発行しますので、直接受け取りに来られるか、郵送かを発行依頼書にて選択

してください。郵送の場合は発送してから、実際に納付書が届くまでの期間を考慮のうえ、余裕をみ

て発行依頼書を提出してください。 

(２) 受け取った納付書で入札当日の受付前までに取扱金融機関に納付してください。 

   入札保証金の納付は、納付書にある金融機関の領収印をもって確認しますので、入札当日の受付

の際、領収書の原本を提示していただくとともにその写しを提出していただきます。 

(３) 入札保証金の20倍までの額（税込）での入札参加となります。 

(４) 入札保証金の還付請求は「入札保証金返還請求書」を入札当日の受付の際に提出してください。(用

紙は必ず本説明書の27ページをコピーして使用してください。) 

 

注８ 落札者が納付した入札保証金は、申出により契約保証金に充当することもできます。 (７ページ 16 売買代金の支

払方法 、時期参照) 

注９ 落札者が期限までに契約を締結しない場合は、落札はその効力を失い、落札者が納付した入札保証金は、企業庁

に帰属することになります。 

注10 落札者以外の者が納付した入札保証金は、落札決定後、企業庁が所定の手続きを行った後に指定された口座へ

振り込みます。(落札決定から３週間程度の日数を要します。) 

 
10 入札書の注意事項 

 (１) 入札書(用紙は必ず本説明書の22ページをコピーして使用してください。)に必要な事項をボール

ペン又は万年筆で記載し、記名押印のうえ、所定の入札箱に投函してください。 
 (２) 入札金額は、入札書に右詰めで物件の金額を算用数字で表示し、最初の数字の前に「￥」を記入し

てください。 

また、金額については、訂正はできません。 

 (３) 事由のいかんにかかわらず提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることはできません。 

  (４) 入札書には、合計金額及び土地、建物のそれぞれの内訳金額（８ページ 18(３)に指定する内訳）

を記載してください。 

    なお、建物には消費税及び地方消費税がかかりますが、入札書には税抜きの金額を記載してくださ

い。 

 

11 開札 
 (１) 開札は、入札後直ちに申請者又はその代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任

された者を含む。))の面前で行います。ただし、申請者又はその代理人(復代理人(二以上の段階にわ

たり復代理人として選任された者を含む。))が開札に立会わない場合には、企業庁が指定した者を立

会いさせて開札します。この場合、異議の申立てはできません。 
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 (２) 開札後、有効な入札書について申請者の氏名(法人の場合はその名称)及び金額を読み上げます。ま

た、開札時に明らかに無効な入札書については、申請者の氏名(法人の場合はその名称)のみを読み上

げ、無効である旨を伝えます。 

    

12 入札の無効 
   次の各号に該当する入札は、無効とします。 
 (１) 入札に参加することができない者がした入札 
 (２) 入札の前に入札保証金を納付していない者の入札 
 (３) 入札保証金の20倍を超えた額で入札した者の入札 
 (４) 入札書の記載事項が不明な入札、入札書に申請者又はその代理人(復代理人(二以上の段階にわたり

復代理人として選任された者を含む。))の記名、押印のない入札 
(５) 金額欄に金額のないもの、金額が読みとれないもの、金額が訂正してあるものなど、入札金額が

不明な入札書を提出した入札（合計金額と土地と建物の合計金額が一致しない入札を含む） 

(６) 条件を付した入札書を提出した入札 
(７) １物件につき、１人で２通以上の入札書を提出した入札 
 (８) １物件につき、１人で他人の代理も兼ねて参加した者又は１人で２人以上(複数者による共同所有

を希望する場合を除く。)の代理をした者の入札 

(９) 委任状を提出しない代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含

む))のした入札 

 (10) 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し若しくは不正な利益を得るために連合した者

の入札 

 (11)  申請者、代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む。))及び法人

役員が暴力団等に該当する者の入札 

 (12) 前各号に定めるもののほか、この説明書に規定する入札に関する条項に違反した者の入札 

 

13 落札者の決定 
(１) 企業庁の予定価格以上の価格で最高の価格をもって有効な入札をした申請者を落札候補者としま

す。ただし、同価の申請者が２人以上あるときは、直ちに「くじ」によって決定します。(同価入札

した者はすべて「くじ」を引かなければならず、「くじ」を辞退することはできません。) 

(２) 落札候補者は、入札当日持参した「神奈川県暴力団排除条例にかかる誓約書」を提出してくださ

い。 

(３)  落札候補者は、履歴事項全部証明書(法人の場合（日本国内に商業登記がない外国法人の場合は、

本国の管轄官庁が発行する証明書及びその日本語訳文）)又は住民票(個人の場合)を、原則開札日の

３日後(土・日曜日、祝日を除く平日)の午後５時までに提出してください。 

 

注11 提出書類は、入札日以後に発行されたものとしてください。 

注12 期限までに書類の提出がない場合は、落札候補者の入札を無効とします。 

 

(４) 企業庁は警察本部に落札候補者、落札候補者の代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人
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として選任された者を含む。))及び法人役員が暴力団等に該当するかを照会し、その結果、該当し

ない場合は、落札候補者を落札者として決定します。 

 一方、落札候補者、落札候補者の代理人(復代理人(二以上の段階にわたり復代理人として選任さ

れた者を含む。))及び法人役員が暴力団等に該当する場合は、落札候補者の入札を無効とし、書面

にてその者に通知します。 

(５) 落札候補者の入札無効が確定した場合は、改めて、企業庁の予定価格以上の価格で有効な入札を

した申請者のうち、高額で入札した者から、順次、同様の落札者決定の手続きを進めますのでご承

知おきください。 

 

14 再度入札 
 (１) 開札した結果、予定価格以上の価格の入札がない場合で、申請者又はその代理人(復代理人(二以上

の段階にわたり復代理人として選任された者を含む。))が再度の入札を希望するときは、１回に限り

直ちに再度の入札を行います。 
    なお、再度入札に参加できる者は、１回目の入札に参加した者に限ります。ただし、１回目の入札

で無効な入札をした者は、再度入札に参加することができません。 
 (２) 再度入札を行う場合には、１回目の入札保証金の納付をもって再度入札における入札保証金の納付

があったものとみなしますので、１回目の入札において、入札保証金の20倍の額で参加した者は、

再度入札には参加できないこととなります。 
 
15 契約の締結 

落札決定通知のあった日から７日以内に別紙様式の県有財産売買契約書(案)(10～13ページ)により

契約を締結しなければなりません。 

 

16 売買代金の支払方法、時期 

 (１) 売買代金の支払い方法は、以下のとおりですが、落札者には改めて詳しく説明します。 

   売買契約締結までに、売買代金の100分の10に相当する金額以上の「契約保証金」を企業庁の発

行する納付書により納付し、その後、平成28年３月31日までに企業庁の発行する納付書により売買

代金と契約保証金との差額を納付してください。 

 

注13 入札保証金を契約保証金に充当できますので、契約締結日までに契約保証金との差額をご用意ください。 

注14 契約保証金は、契約者が売買代金の支払いを行わないなど、契約者の義務を履行しない場合には、企業庁に帰

属することになります。 

 
17 所有権の移転、費用負担 
(１) 売買代金を完納したときをもって所有権移転があったものとし、売買物件を建物内物品類を含め

て、現状のまま引き渡します。 

 (２) 土地の所有権の移転登記は、物件の引き渡し後、企業庁が行います。 

 (３) 本物件の建物は未登記となっていますので、物件の引き渡し後、落札者が必要な書類を用意して登

記する必要があります。登記申請において、企業庁に関する書類等が必要な場合には別途御相談くだ
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さい。 
 (４) 売買契約書に貼付する収入印紙、所有権の移転登記に必要な登録免許税等、本契約の締結及び履行

に関して必要な一切の費用は、落札者の負担となります。 

 

18 契約に付する条件 

(１) 本物件は、建物（附属建物を除く）の外観を保存することを基本として使用してください。 

(２) 上記の事項の履行状況等を確認するため、企業庁が必要と認めるときに行う実地調査等に協力しな

ければなりません。 

(３) 売買代金は金＜落札額、消費税及び地方消費税の合計額＞円とし、その内訳は以下のとおりです。 

    土 地 金＜落札金額の99.59/100＞円 

    建 物 金＜落札金額の0.41/100×1.08＞円 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税額 金＜建物金額×8/108＞円) 

(４) （１）及び（２）の各項目に反したことにより、企業庁から請求を受けた場合には、売買代金の10

分の１相当額を違約金として支払うこととなります。 

 

19 その他の注意事項 

（１） 手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本円に限ります。 

    (添付・提示書類等が日本語以外の場合は翻訳文を添えてください。) 

（２） 物件の所有について複数者による共同所有を希望する場合は、入札において共同所有する者全員で

の申し込みが必要ですので、あらかじめご相談ください。 

（３） 入札保証金及び契約保証金は、その受入期間について利子をつけません。 

（４） 物件の引渡しは、物件調書に特段の記載のない限り、現状のまま設備、物品類も含めての引き渡しに

なりますので、物件調書をご参照のうえ、必ず事前に現地の確認をしてください。 

なお、物件調書及び写真と現状が異なる場合には現状を優先します。 

（５） 本物件は、鎌倉市による大規模土地取引行為に係る助言（17 ページ参照）を踏まえ、同
市の行政計画等について考慮すべき事項がありますので、開発行為や建築等に関しては同市

と協議のうえ、関係法令等を遵守してください。 
詳細は、鎌倉市まちづくり景観部都市景観課にお問い合わせください。（℡0467-23-3000

（代表）） 
（６） 物件の敷地内に不用になった水道管や弁栓類が埋設されたまま残置されていますが、現状引渡しと

なりますので、移設・撤去及びその費用負担等について企業庁は対応いたしません。 

（７） 前記の他、地中埋設物調査は実施しておりません。物件調書や配布する関係資料に記載する以外の

建物や構造物などの地中埋設物が発見され、土地利用に支障が生じても企業庁は瑕疵担保責任を負い

ません。 

（８）  上下水道設備が敷設されていますが、経年劣化による影響等については確認しておりません。これ

らの敷設設備の補修・移設・改修・撤去・再築造及びその費用負担等について企業庁は対応いたしま

せん。 

（９） 物件及び隣接地のフェンス等について、地上及び地中にて境界を越えている場合がありますが、現



 9

状引渡しとなりますので、補修・移設・撤去・再築造及びその費用負担等について、企業庁は対応い

たしません。 

（10） 物件の敷地内及び敷地上空又は隣接地等に電柱(電信柱・電柱付属物・電線等を含む)・支線等がある

場合の移設・撤去等の可否等の取扱いについては、設置者等にお問い合わせください。企業庁ではこれ

らについて対応いたしません。 

（11） 物件の敷地内(地中を含む)にゴミ・ガラ・砕石等が存在する場合がありますが、撤去及びその費用

負担等については、企業庁は対応いたしません。 

（12） 現状での引渡しのため、現地の除草・伐採及びその費用負担等については、企業庁は対応いたしま

せん。 

（13） 建物に係るアスベスト含有調査は行っていません。 

（14） 土壌汚染及び地盤に関する調査は行っていません。 

（15） 北西側に接面する鎌倉市道（階段）については未査定の状態であるため、県企業庁と鎌倉市により

境界確定手続きを行っているところです。（本物件528番１の土地と県企業庁所有の528番４の土地

との筆界が、鎌倉市道の道路区域の境界となる見込。） 

 

20 入札結果の公表 

入札結果の確定後、落札者名、落札金額及び入札者数を企業庁ホームページにて公開しますので、

あらかじめご了承いただきますようお願いします。 

 なお、落札者が個人の場合は、個人名を非公開とし、落札金額のみを公開します。 

 

21 問い合わせ先等 

(１) 入札手続に関する問い合わせ先及び提出書類の提出場所 

企業庁企業局財務部会計課経理調達グループ  

住 所：〒231－8588 横浜市中区日本大通１(県庁新庁舎10階) 

電 話：045-210-7042(直通) 

  (２) 物件に関する問い合わせ先 

企業庁企業局財務部財産管理課財産企画グループ  

住 所：〒231－8588 横浜市中区日本大通１(県庁新庁舎10階) 

電 話：045-210-7052(直通) 
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県有財産売買契約書（案） 

 

 神奈川県公営企業管理者企業庁長 北村 明（以下「甲」という。）と＜落 札 者＞

（以下「乙」という。）とは、次の条項により県有財産の売買契約を締結する。 

 

(目的) 

第１条 甲は、その所有する別表物件目録記載の県有財産（以下「売買物件」という。）

を乙へ売り渡し、乙はこれを買い受ける。 

(売買代金) 

第２条 売買代金は、金＜落札金額＞円とし、その内訳は次のとおりとする。 

    土 地 金＜落札金額の99.59/100＞円 

    建 物 金＜落札金額の0.41/100×108/100＞円 

（うち取引に係る消費税及び地方消費税額 金＜建物金額×８/108＞円） 

  「取引に係る消費税及び地方消費税額」は消費税法第28条第１項及び第29条並

びに地方税法第72条の82及び第72条の83の規定により算定したもので、建物金

額に8/108を乗じて得た額である。 

(契約保証金) 

第３条 乙は、契約保証金として金＜契約保証金額＞円を、この契約締結の日までに甲の

発行する納付書により神奈川県企業庁出納事務取扱店又は神奈川県企業庁収納事務取

扱店（以下「出納事務取扱店等」という。）に納入するものとする。 

２ 前項の契約保証金のうち、金＜入札保証金額＞円は入札保証金から充当するものとす

る。 

３ 第１項の契約保証金は、第16条に定める損害賠償の額又はその一部としないものとす

る。 

４ 乙が本契約に定める義務を履行しないとき、又は第11条により甲が解除権を行使した 

ときは、第１項の契約保証金は甲に帰属するものとする。 

(売買代金の納入) 

第４条 乙は、第２条の売買代金から前条の契約保証金を控除した金     円を甲の

発行する納入通知書により平成28年３月31日までに出納事務取扱店等に納入するもの

とする。 

２ 前項に定める金額を完納したときに、契約保証金を、甲において売買代金の一部に充

当できるものとする。 

(違約金) 

第５条 乙は、第２条に定める売買代金の納入を遅延したときは、納入期限の翌日から納

入した日までの日数に応じ、当該納入金額につき年2.9パ－セントの割合で計算した額

の違約金を甲の発行する納入通知書によりその指定する期日までに出納事務取扱店等

に納入するものとする。 
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(所有権移転時期) 

第６条 売買物件の所有権移転時期は、乙が第４条第１項に定める売買代金を完納したと

きとする。ただし、前条により違約金が賦課された場合には、その違約金を完納した

ときとする。 

(登記の嘱託) 

第７条 乙は、前条により売買物件の所有権が移転した後、甲に対し土地に関する所有権

移転の登記を請求するものとし、甲はその請求により所有権移転の登記を所轄法務局

に嘱託するものとする。 

２ 売買物件の登記に要する登録免許税等の一切の費用は、乙の負担とする。 

(売買物件の引渡し等) 

第８条 甲は、第６条により所有権が移転した後、売買物件を建物内部の物品類を含めて

現況のまま乙に引渡すものとする。 

(危険負担) 

第９条 乙は、売買物件が、この契約締結後引渡しまでの間に、甲の責に帰することがで

きない事由により、滅失又は毀損した場合には、甲に対して売買代金の減免、若しく

は損害賠償の請求又は契約の解除をすることができないものとする。 

(瑕疵担保) 

第10条 乙は、この契約締結後売買物件に面積の不足その他隠れた瑕疵のあることを発見 

しても、売買代金の減免若しくは損害賠償の請求又は契約の解除をすることができな

いものとする。 

(契約の解除) 

第11条 甲は、乙がこの契約に定める義務を履行しないときは、何らの催告を要せずこの 

契約を解除することができるものとする。 

２ 甲は、警察本部からの通知等に基づき、乙が、神奈川県暴力団排除条例(平成22年神

奈川県条例第75号。以下「条例」という。）第２条第２号から第５号（以下「暴力団

等」という。）に該当すること及び条例第23条に違反したこと並びに暴力団等と密接

な関係を有することが判明したときは、この契約を解除しなければならない。この場

合において、解除により乙に損害が生じても、甲はその損害の賠償の責を負わないも

のとする。 

(条例の遵守及び用途制限等) 

第12条 乙は、条例を遵守し、この契約の締結日から10年間、本売買物件を暴力団員によ

る不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴

力団の事務所その他これらに類するものの用に供し、又はこれらの用に供されることを

知りながら、本売買物件を第三者に譲渡し、若しくは本売買物件について地上権、賃借

権その他の使用及び収益を目的とする権利の設定をしてはならない。 

２ 乙は、建物（附属建物を除く）の外観を保存することを基本として使用するものとす

る。 
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 (実地調査等) 

第13条 甲は、前条に定める乙の義務の履行状況について随時実地を調査し、又は乙に対

して所要の報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 乙は、正当な理由がなくて前項の規定による調査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又

は前項の報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

 (用途制限義務及び実地調査等の違反に対する措置等) 

第14条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、売買代金の10分の１に相当す

る金額を違約金として乙に請求することができる。なお、当該違約金は、違約罰と解釈

するものとする。 

（１）第11条第２項の規定により、甲が契約を解除したとき。 

（２）第12条の規定に違反したとき。 

（３）前条第２項の規定に違反して正当な理由がなくて同条第１項の規定による調査を拒

み、妨げ、若しくは忌避し、又は同項の報告若しくは資料の提出を怠ったとき。 

 (暴力団等からの不当介入の排除) 

第15条 乙は、契約の履行に当たって、暴力団等から不当介入を受けた場合は、遅滞なく

甲に報告するとともに、所轄の警察署に通報し、捜査上の必要な協力などをしなければ

ならない。 

(損害賠償) 

第16条 乙は、この契約に定める義務を履行しないため、甲に損害を与えたときは、その 

損害に相当する金額を損害賠償として甲に支払うものとする。 

(有益費等請求権の放棄) 

第17条 乙は、この契約を解除された場合において、売買物件に投じた有益費、必要費又 

はその他の費用があってもこれを甲に請求しないものとする。 

(返還金及び利息) 

第18条 甲は、この契約を解除したときは、収納済の売買代金を乙に返還するものとする。 

 ただし、この場合利息は付さないものとする。 

(乙の原状回復義務) 

第19条 乙は、甲が第11条の規定により解除権を行使したときは、甲の指定する期日まで

に売買物件を原状に回復して返還しなければならない。ただし、甲が売買物件を原状

に回復させる必要がないと認めたときは、この限りでない。 

２ 乙は、前項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又は毀損しているときは、そ

の損害賠償として契約解除時の時価により減損額に相当する金額を甲に支払わなけれ

ばならないものとする。また、乙の責に帰すべき事由により甲に損害を与えている場

合には、その損害に相当する金額を甲に支払わなければならないものとする。 

３ 乙は、第１項に定めるところにより売買物件を甲に返還するときは、甲の指定する期

日までに、当該物件の所有権移転登記の承諾書を甲に提出しなければならないものと

する。 
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(印紙税の負担) 

第20条 この契約の締結に必要な印紙税は、乙の負担とする。 

(信義誠実の義務) 

第21条 甲乙両者は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行するものとする。 

(相隣関係等への配慮) 

第22条 乙は、売買物件の引渡し以後においては、近隣住民その他第三者との紛争が生じ

ないよう留意するものとする。 

(疑義等の決定) 

第23条 この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、甲乙協議の 

うえ別に定めるものとする。 

(管轄裁判所) 

第24条 この契約について、訴訟等が生じたときは、甲の所在地を管轄区域とする横浜地 

方裁判所を第一審の裁判所とする。 

 

 この契約の締結を証するため、本契約書を２通作成し、両者記名押印のうえ、各自その

１通を保有する。 

 

  平成  年  月  日 

 

甲  横浜市中区日本大通１ 

神奈川県公営企業管理者 

企業庁長  北村 明 

 

乙  住所 

氏名 

 

別表 

物 件 目 録 
 

土地 

所 在 地 地 目 面 積 備 考 

鎌倉市長谷四丁目526番４、同

526番５、同527番１、同527番

３、同528番１及び同529番８ 

水道用地 2,200.90㎡ 付随する工作物等一式 

建物 

名 称 構 造 延床面積 

旧鎌倉加圧ポンプ所 
鉄筋鉄骨コンクリート造平屋  

一部２階建 
300.99㎡ 

 



地　目

 負担の 電 気 不 可
 有  無 上 水 道 不 可
 負担の 下 水 道 不 可
 内　容 都市ガス 不 可

 鉄　道

○本敷地内には不用になった水道管や弁栓類が埋設されたまま残置されています。

○本敷地については土壌汚染調査は実施しておりません。

○都市ガスは、接面道路に本管は敷設されておりません。(プロパンガス地域です。)
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○北西側に接面する鎌倉市道（階段）については未査定の状態であるため、県企業庁と鎌
倉市により境界確定手続きを行っているところです。（本物件528番１の土地と県企業庁
所有の528番４の土地との筆界が、鎌倉市道の道路区域の境界となる見込。）

用途地域

○主な工作物等：門扉、囲障、立木

○上水道は、接面道路に本管（150mm）が敷設されています。

○鎌倉市による大規模土地取引行為に係る助言を踏まえ、同市の行政計画等について考慮
すべき事項がありますので、開発行為や建築等に関しては同市と協議のうえ、関係法令等
を遵守してください。(17ページ参照。詳細は鎌倉市まちづくり景観部都市景観課にお問
い合わせください。)

○下水道は、接面道路に本管（200mm）が敷設されています。

第１種中高層住居専用地域(建ぺい率40％、容積率100％)

鎌倉市長谷４-６-12

不整形形  状地 積（実 測） 2,200.90 ㎡

参
　
　
考
　
　
事
　
　
項

・

○建物及び付随する工作物、植栽等一切とともに現況のまま土地と一体で売却しますの
で、構造躯体・設備の瑕疵を理由とした契約解除及び減額等には応じられません。

○敷地南西側に東京電力株式会社（藤沢支社）の電柱２本及び支線２条、並びに東日本電
信電話株式会社（神奈川支店）の電話柱２本及び支線１条がありますので、取扱いについ
ては同社とそれぞれ協議してください。

物　件　調　書（土地）

所 在 地 鎌倉市長谷四丁目526番４、同526番５、同527番１、同527番３、同528番１及び同529番８

住 居 表 示

水道用地

幅 員 及 び 構 造
・ 南西側で幅員約10～18ｍの舗装県道32号(歩道あり)
・ 北西側で幅員約２mの市道（階段）及び幅員約２ｍの私道(階段)

接 面 道 路 の

物 件 名 旧鎌倉加圧ポンプ所

　市街化区域

法
令
に
基
づ
く
制
限

埋蔵文化財包蔵
地 域 の 有 無

に 関 す る 事 項

文化財保護法 有（遺跡番号327の高徳院周辺遺跡）

無

第１種低層住居専用地域(建ぺい率40％、容積率80％)

都市計画法

○敷地内に急傾斜地区域に係る警告看板がありますので、取扱いについては県藤沢土木事
務所と協議してください。

私 道 の 負 担 等

建築基準法

供給処理施設の状況

 

　・江ノ島電鉄線　長谷駅 　850ｍ交 通 機 関

そ の 他

・風致地区：第２種風致地区、第３種風致地区
　ア　建物の高さ：第２種８ｍ以下、第３種10ｍ以下
　イ　壁面後退距離：道路に接する部分＝1.5ｍ以上、その他の部分＝1.0ｍ以上
　ウ　その他：緑化率の基準を満たすこと
・宅地造成工事規制区域
・歴史的風土保存区域
・土砂災害警戒区域
（詳細は鎌倉市にお問い合わせください。）
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明　　　　　細　　　　　図

案　　　　　内　　　　　図

現地

国土地理院の標準地図

資料中の地図の転載を禁じます



16



17 

 

鎌倉市「大規模土地取引行為に係る助言について（平成27年11月５日付）」の概要 

 

当該大規模土地取引行為に係る助言 

１ 当該土地取引に関しては、第３次鎌倉市総合計画第３期基本計画及び土地利用に関する個別の

計画に整合するよう、周知徹底すること。 

２ 鎌倉市都市マスタープランの趣旨を反映すること。 

３ 風致の維持及び歴史的風土の保存、周辺の風致景観及び歴史的風土に調和するように配慮する

こと。 

４ 開発行為などの規模等に応じて「鎌倉市まちづくり条例」、「鎌倉市開発事業における手続及

び基準等に関する条例」、「都市計画法に基づく開発許可」等の所定の手続や、道路等の公共施

設管理者等との協議が必要であり、各条例等の趣旨を考慮した計画とすること。 

５ 歴史的・景観的建築物として建物外観を保存するとした譲渡の条件が履行されない恐れがある

ときは売却しないことを前提にするなど、本市の歴史･景観まちづくりに協力すること。 

 

当該地における鎌倉市の行政計画等について考慮すべき事項 

１ 第３次鎌倉市総合計画 第３期基本計画 

第３次鎌倉市総合計画第３期基本計画では、当該地に対する個別・具体的な行政計画は記載さ

れておりませんが、土地利用に関する基本方針では、利用区分ごとの利用方針が定められてお

り、具体的には都市マスタープランや緑の基本計画などを基本とします。 

  また、「第１章 基礎条件」「２土地利用」の中で、土地利用に関して「地域の歴史的・自然

的な特性を十分生かすとともに、周辺景観との調和や活力あるまちづくりを進めるため、規制と

誘導のもとに総合的かつ均衡のとれた土地利用を行っていく必要がある」ことを示しています。 

 

２ 鎌倉市都市マスタープラン 

  当該地は、鎌倉市都市マスタープラン本編・部門別方針／土地利用の方針では「谷戸の住宅

地」に位置付けており、同マスタープラン増補版・地域別方針／鎌倉南地域では、「谷戸の低層

住宅地の環境保全」として位置付けています。 

  同マスタープランにおいて「谷戸の住宅地」方向性は「地区計画、建築協定等の適用による良

好な住環境の保全」「緑豊かな景観の保全、創出」「老朽化住宅の建替え促進」「防災性向上の

ための基盤整備事業（道路、斜面防護等）の活用」としています。 

 

３ 鎌倉市緑の基本計画 

  当該地は、歴史的風土保存区域、第２種風致地区及び第３種風致地区に指定されています。歴

史的風土保存区域及び風致地区での行為については、担当課との調整をお願いします。 

 

４ 鎌倉市景観計画 

  当該地は、景観計画の土地利用類型別区分では、谷戸の住宅地区域に含まれ、良好な景観形成

のための方針及び基準を示しています。 

（１） 当地域は寺社等の歴史的資産や緑、住宅等が一体となった低層低密で落ち着いた雰囲気を持

つ土地であるため、次の事項に十分留意をお願いします。 

   ア 閉じた谷あいの緑の間に建築物が見え隠れする谷戸の趣きのある空間構成や地域固有の

スケール感を継承すること。 

   イ 既存の建物については、歴史的・景観的建築物として外観の保存を図ること。 

（２） 次の行為を行う際には、景観計画の土地利用類型区分（谷戸の住宅地区域）ごとの方針及び

基準に適合するようお願いします。 

ア 開発行為 

イ 建築物の新築、増築、改築若しくは移転、外観を変更することとなる修繕若しくは模様

替え又は色彩の変更 

ウ 所有権の移転に関する届出は不要ですが、開発行為や建築物の建築等を行う場合は、景

観法に基づく届出が必要です。 

エ 屋外広告物を設置する際には、神奈川県屋外広告物条例の自然系許可地域の基準に適合

し、鎌倉市景観計画の屋外広告物の制限に関する事項に配慮すること。 
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５ 鎌倉市環境基本計画＜第２期改訂版＞ 

  鎌倉市環境基本計画＜第２期改訂版＞においては、「人の健康の保護と生活環境の保全」「歴

史的文化的環境の確保」「良好な都市環境の創造」「健全な生態系の保全、人と自然とのふれあ

いの確保」「循環型社会の構築」等を目標の柱としています。 

  鎌倉市環境基本計画＜第２期改訂版＞の趣旨を理解いただき、土地利用に反映されるようお願

いします。 

 

６ 風致について 

（１） 歴史的風土保存区域 

行為を行う場合は届出が必要です。 

   ア 歴史的風土の保存に影響を及ぼすことのないように配慮をお願いします。 

   イ 周辺の歴史的風土に調和するように配慮をお願いします。 

（２） 風致地区 

建築物・工作物の新築、土地の形質の変更、木竹の伐採等の行為を行う場合は、風致地区条

例に基づく許可申請が必要です。 

ア ５ｍ以上の高さののりが生じる切土、盛土は伴わないこと。 

イ 行為を行う際は次の事項に十分留意をお願いします。 

（ア） 風致の維持に影響を及ぼすことのないように配慮すること。 

（イ） 極力、既存樹木を残すよう検討すること。 

（ウ） 周辺の風致景観に調和するように配慮すること。 

 

７ 文化財について 

  当該地は周知の埋蔵文化財包蔵地（鎌倉市NO.327 高徳院周辺遺跡）に該当しています。 

  当該地における土地利用が「鎌倉市開発事業における手続及び基準等に関する条例」の適用を

受ける場合には、文化財課への事前相談及び各課協議が必要です。 

  また、当該地において実施する土木工事等の内容によっては、埋蔵文化財の確認調査を実施す

る場合があります。 

  確認調査実施の要否にかかわらず、当該地において掘削等をともなう土木工事等を実施する場

合には、工事着手の 60日前までに文化財保護法第 93条第１項に規定された届出手続が必要で

す。 

  届出に対して神奈川県教育委員会から発掘調査の指示が出た場合には、工事の前に発掘調査の

実施をお願いします。 

  詳細計画が決定した際は、図面等資料を持参の上、文化財課へご相談ください。 

 

８ その他 

（１） 交通システム整備の方針として 

   快適な歩行者・自転車ネットワークの整備及び住宅地内の交通環境の向上について、重点的

に取組みを行っています。このため、周辺の道路網に配慮し、当該地での車両の出入りの際

は、道路渋滞等の支障が発生しないようお願いします。 

   また、高齢者や障害者の市民や観光客に配慮し、快適で楽しい歩行空間の実現に向け、歩行

者の安全確保にも配慮していただくようお願いします。 

（２） 土地利用計画によっては、以下の点を考慮し交通シミュレーションの実施をお願いします。 

ア 現況再現 

     現況の道路構造及び交通実態に応じたものとし、シミュレーションの範囲についても、

計画施設に伴い交通の影響が発生する範囲とするようお願いします。 

イ 計画 

     計画施設に伴う交通影響として、交差点需要率や混雑度、渋滞長等の分かりやすい指標

を用いて、評価するようお願いします。 

（３） 緊急車両等の通行に支障がないように安全性を考慮した道路整備の検討をお願いします。 

（４） 土地利用計画によっては都市計画法第29条の開発行為許可が必要となる場合があります。 

（５） 当該土地は過去にも崩落があった土砂災害警戒区域内のため、宅地建物取引業者は、売買に

あたり警戒区域内である旨について、重要事項の説明を行うことが義務付けられています。 

 



構造等

建築面積(㎡)

建築確認通知番号

検査済証番号

１階　ホール　倉庫　

石綿使用調査結果の記録の有無

　　□　 有

　　■ 　無

　【参考事項】

○電気、ガス、上下水道等の設備は老朽化により現在使用不能です。

○本物件の建物は、未登記です。

○建物内物品類については、原則現況（居抜き）での引渡しになります。
　（床下に、加圧ポンプ所として使用していた当時のポンプ架台等の設備が残置され
　　ている可能性があります。）

石 綿 使 用 調 査 の 内 容

２階　控室２室
（昭和40年から平成14年まで「鎌倉市大仏坂体育館」として使用。現在、未使用。）

300.99㎡ 299.06㎡

実施済

未実施

延床面積(㎡)

物　件　調　書（建物）

新築年月日 昭和11年（月日不詳）
鉄筋鉄骨コンクリート造平屋
一部２階建

物　件　名 旧鎌倉加圧ポンプ所

アスベスト含有調査

耐 震 診 断

○現況有姿での売却となります。

主要用途

　【概　要】

建築物等に
関する事項

○建物（付属建物（トイレ棟）を除く）の外観を保存することを基本として使用して
ください。

○鎌倉市による大規模土地取引行為に係る助言を踏まえ、同市の行政計画等について
考慮すべき事項がありますので、開発行為や建築等に関しては同市と協議のうえ、関
係法令等を遵守してください。（17ページ参照。詳細は鎌倉市まちづくり景観部都市
景観課にお問い合わせください。）
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○

１階

２階

○

建物平面図

20

配置図

本物件

付属建物

県道３２号
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企業庁資産の一般競争入札参加申請書 
 
 
                                  平成  年  月  日 

 
   神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿  

 

  

申 
 
請 
 
者 

住 所  

氏 名
（ふりがな）

  印 

（印鑑証明印） 

担当者  

電 話  （   ）   － ﾌｧｸｼﾐﾘ （   ）   － 

        

 企業庁資産の一般競争入札に参加したく、申請します。 

      なお、次の事項については事実と相違ないことを誓約します。  
            (1) 地方自治法施行令第167条の４の規定に該当する者でないこと。 
     (2) 地方自治法第238条の３の規定に定められた公有財産に関する事務に従事

する者でないこと。 

     (3) 入札の参加に当たっては、入札説明書、県有財産売買契約書(案)及び物件

調書の内容を承知した上で参加します。 

 
【入札参加物件】 

物 件 名 所 在 地（地番） 

旧鎌倉加圧ポンプ所 鎌倉市長谷四丁目526番４ほか 

 
    (注) 

① 申請者の印は印鑑登録済の印鑑を使用し、３箇月以内に発行した印鑑証明書を添付してくだ

さい。 

② 連名で入札の参加を申請する場合は、事前に別途お問い合わせください。 

 
                                     受付印 
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入 札 書 

 

平成28年３月３日 

 

 神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿 

 

 

           申 請 者  住所 

 

                 氏名                印 

 

           代 理 人  住所 

 

                 氏名                印 

 
 

物 件 名  金         額 

 

旧鎌倉加圧ポンプ所 

合計 

百 十  億  千  百  十  万  千  百  十  円 

           

うち 

土地            

うち 

建物            

                                        

「企業庁資産の一般競争入札説明書」の記載内容を承知のうえ上記のとおり入札します。 

 

（注） 

  ① 申請者本人が入札する場合は、印鑑登録済の印（法人の場合は代表者印）を押印してくだ

さい。 

② 代理人（復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む））

が入札する場合には、必ず委任状の代理人欄に押印した印鑑と同じ印鑑を押印してく

ださい。 

  ③ 金額は、算用数字を右詰め で記入し、最初の数字の前に「￥」を記入してください。 

  ④ 入札する金額は消費税及び地方消費税抜きの金額です。 

  ⑤ 土地と建物の金額の内訳は、８ページ18（３）の割合で計算した金額の内訳を消費

税及び地方消費税抜きの金額で記入してください。 

  ⑥ 契約金額（売買代金）は「落札額」と「建物に係る消費税及び地方消費税（円未満

切捨て）」の合計額となります。 

  ⑦ 申請者が連名の場合は、事前に別途お問い合わせください。 
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委   任   状 

  

         代 理 人  住 所                   

 

 

               氏 名                印  

 

         私は、上記の者をもって代理人と定め、次の事項を委任します。 

・ 企業庁資産の一般競争入札に関する一切の権限 

・ 復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む）

の選任に関する権限 

 

                      
 

物 件 名 

旧鎌倉加圧ポンプ所 

 

                                 平成28年３月３日 

 

   神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿 

 

 

              委 任 者  住 所                 

 

 

                    氏 名              印  

       (注)  

      ① 委任者の印は企業庁資産の一般競争入札参加申請書と同じ印鑑登録済の印鑑を

使用してください。 

② 委任者が申請者である場合以外は、委任者の印に関する印鑑証明書（発行後３ヶ

月以内）を添付してください。 

③ 委任者（申請者）が連名になる場合は、事前に別途お問い合わせください。 

④ 代理人が委任者となり復代理人を選任する場合は、すべての委任状が必要と

なります。詳細については事前に別途お問い合わせください。 
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神奈川県暴力団排除条例にかかる誓約書 

 
平成28年３月３日 

 

 今般、企業庁資産の一般競争入札に参加するにあたっては、神奈川県暴力団排除条例（平成 22年神

奈川県条例第 75号）第２条２号から５号に該当する者及びこれらのものと密接な関係を有する者に該

当しないことを誓約します。 

また、神奈川県企業庁が、上記内容を確認するため、本様式に記載された情報を神奈川県警察本部

に照会することについて異議ありません。 

なお、代表者以外に記載した者についても、個人情報の提供及び神奈川県警察本部への照会につい

て本人の同意を得ております。 

 

神奈川県暴力団排除条例（抜粋） 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（略） 

(2) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」という。）第２条第２号に規

定する暴力団をいう。 

(3) 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

(4) 暴力団員等 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者をいう。 

(5) 暴力団経営支配法人等 法人でその役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい、相談役、顧

問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者

と同等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。）のうちに暴力団員等に該当する者があるもの及び暴力団員等が出

資、融資、取引その他の関係を通じてその事業活動に支配的な影響力を有する者をいう。 

（略） 

 
１ 入札参加物件 
 
旧鎌倉加圧ポンプ所 

 
２ 申請者            法人名もしくは個人名 
                             代表者氏名                            印 
 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 
代表者氏名 

生年月日 
(明治M,大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 
(男･女) 住  所 

   
 

 
３ 代理人            
 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 
氏  名 

生年月日 
(明治M,大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 
(男･女) 住  所 

    

 
４ 復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む）         
 

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 
氏  名 

生年月日 
(明治M,大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 
(男･女) 住  所 

    

（印鑑証明済の印） 



25 
 

５ 法人役員(取締役、監査人、監査法人等) 
                                                                                 

役職名 （ﾌﾘｶﾞﾅ） 
氏  名 

生年月日 
(明治M,大正 T,昭和 S,平成 H) 

性別 
(男･女) 住  所 
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入札保証金納付書発行依頼書 
 

                             平成 年  月  日 

 

 神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿 

 

           申 請 者  住 所 

            

                 氏 名                印 

            

                 担当者 

                   電 話 （    ）    － 

                   ﾌｧｸｼﾐﾘ （    ）    － 

 

 平成28年３月３日実施の「企業庁資産の一般競争入札」に参加したいので、次により入札保

証金の納付書を作成してください。 

 なお、入札保証金の納付書の受け取り方法は、（  直接受取 ・ 郵送  ）によります。 

 

 

物 件 名 納 付 す る 入 札 保 証 金 の 金 額  

旧鎌倉加圧ポンプ所 
百 十 億 千 百 十 万 千 百 十 円 

 

 

（注） 

  ① 入札保証金の金額は入札金額の
．．．．．

100
．．．

分の
．．
５
．
以上
．．
となります。つまり納付した入札保

証金額の 20倍までの額（税込）が入札できる限度額です。再度入札となった場合には、

納付した入札保証金の 20倍までの額（税込）での入札参加となりますので、入札保証

金納付書発行依頼書を提出する際には、金額にご注意ください。 

  ② 金額は、算用数字を右詰め で記入し、最初の数字の前に「￥」を記入してください。 

③  申請者が連名の場合は、事前に別途お問い合わせください。 
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入札保証金返還請求書 
 

                             平成  年  月  日 

 

 神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿 

 

 

           申 請 者  住 所 

            

                 氏 名                印 

            

 

 

金                          円 

 

 

 

 ただし、平成28年３月３日実施の「企業庁資産の一般競争入札（旧鎌倉加圧ポンプ所 ）」

の入札保証金として納付したので、下記振込先に振り込んでください。 

 

 

入札保証金還付時の振込先 

金 融 機 関 名 
銀行・信用金庫 支店 

預 金 種 別 普通    当座    その他 

口座番号（右詰め）         

フ リ ガ ナ  

口 座 名 義 人 

 

 

（注）申請者が連名の場合は、事前に別途お問い合わせください。 
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            入 札 書 

 

                                 平成28年３月３日 

 

 

 神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿 

 

            

           申 請 者  住所 神奈川県横浜市中区日本大通○ 

            

                 氏名 ○○ ××        印 

            

           代 理 人  住所  

            

                 氏名                印 

 

 

物 件 名  金         額 

 

旧鎌倉加圧ポンプ所 

合計 

百 十  億  千  百  十  万  千  百  十  円 

           

うち 

土地            

うち 

建物            

                                        

「企業庁資産の一般競争入札説明書」の記載内容を承知のうえ上記のとおり入札します。 

 

（注） 

  ① 申請者本人が入札する場合は、印鑑登録済の印（法人の場合は代表者印）を押印してくだ

さい。 

② 代理人（復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む））

が入札する場合には、必ず委任状の代理人欄に押印した印鑑と同じ印鑑を押印してく

ださい。 

  ③ 金額は、算用数字を右詰め で記入し、最初の数字の前に「￥」を記入してください。 

  ④ 入札する金額は消費税及び地方消費税抜きの金額です。 

  ⑤ 土地と建物の金額の内訳は、８ページ18（３）の割合で計算した金額の内訳を消費

税及び地方消費税抜きの金額で記入してください。 

  ⑥ 契約金額（売買代金）は「落札額」と「建物に係る消費税及び地方消費税（円未満

切捨て）」の合計額となります。 

  ⑦ 申請者が連名の場合は、事前に別途お問い合わせください。 

記載例（申請者が入札する場合） 

企業庁資産の一般競争入札

参加申請書と同じ住所、氏名 

企業庁資産の一般競争入

札参加申請書と同じ印 
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            入 札 書 

 

                                 平成28年３月３日 

 

 神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿 

 

            

           申 請 者  住所 神奈川県横浜市中区日本大通○ 

            

                 氏名 ○○ ××       印 

            

           代 理 人  住所 神奈川県○○市××－□ 

            

                 氏名 △△ □□      印 

 

 
 

物 件 名  金         額 

 

旧鎌倉加圧ポンプ所 

合計 

百 十  億  千  百  十  万  千  百  十  円 

           

うち 

土地            

うち 

建物            

                                        

「企業庁資産の一般競争入札説明書」の記載内容を承知のうえ上記のとおり入札します。 

 

（注） 

  ① 申請者本人が入札する場合は、印鑑登録済の印（法人の場合は代表者印）を押印してくだ

さい。 

② 代理人（復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む））

が入札する場合には、必ず委任状の代理人欄に押印した印鑑と同じ印鑑を押印してく

ださい。 

  ③ 金額は、算用数字を右詰め で記入し、最初の数字の前に「￥」を記入してください。 

  ④ 入札する金額は消費税及び地方消費税抜きの金額です。 

  ⑤ 土地と建物の金額の内訳は、８ページ18（３）の割合で計算した金額の内訳を消費

税及び地方消費税抜きの金額で記入してください。 

  ⑥ 契約金額（売買代金）は「落札額」と「建物に係る消費税及び地方消費税（円未満

切捨て）」の合計額となります。 

  ⑦ 申請者が連名の場合は、事前に別途お問い合わせください。 

「委任状」の代理人と同じ住所、氏名 

記載例（代理人（復代理人（二以上の段階にわたり復

代理人として選任された者を含む））が入札する場合） 

押印は省略可 

 

企業庁資産の一般競争入札

参加申請書と同じ住所、氏名 

（必ず記載してください） 

委任状に押印し

たものと同じ印を

押印してください 
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委   任   状 

  

         代 理 人  住 所  神奈川県○○市××－□ 

 

 

               氏 名  △△ □□    印  

 

         私は、上記の者をもって代理人と定め、次の事項を委任します。 

・ 企業庁資産の一般競争入札に関する一切の権限 

・ 復代理人（二以上の段階にわたり復代理人として選任された者を含む）

の選任に関する権限 

 

                      
 

物 件 名 

旧鎌倉加圧ポンプ所 

 

                                  平成28年３月３日 

 

     神奈川県公営企業管理者企業庁長 殿 

 

 

             委 任 者  住 所  神奈川県横浜市中区日本大通○ 

 

 

                    氏 名  ○○ ××    印  

       (注)  

      ① 委任者の印は企業庁資産の一般競争入札参加申請書と同じ印鑑登録済の印鑑を

使用してください。 

② 委任者が申請者である場合以外は、委任者の印に関する印鑑証明書（発行後３ヶ

月以内）を添付してください。 

③ 委任者（申請者）が連名になる場合は、事前に別途お問い合わせください。 

④ 代理人が委任者となり復代理人を選任する場合は、すべての委任状が必要と

なります。詳細については事前に別途お問い合わせください。 

代理人が入札で使用

する印（代理人は、こ

の欄に押印したものと

同じ印鑑で入札書に

押印してください） 

（シャチハタは不可） 

委任者が申請者の場合は企業庁資産

の一般競争入札参加申請書の印と同じ 

 

記載例 


